
　�次期も会長として、地域医師会
と一丸で

� －松本会長の挨拶要旨－

　能登半島地震については、犠牲になられた方々に謹んで哀悼
の意を表するとともに、被災された皆さまへのお見舞いを申し
上げる。日医は都道府県医師会の協力の下、能登半島の被災地
や金沢以南の１．５次避難所、２次避難所に災害医療チーム「ＪＭ
ＡＴ」を派遣してきた。これまで約１０００チームが現地で活動
し、延べ派遣者数は約１万２０００人となった。引き続き、医療
ニーズの変化を踏まえつつ、石川県医師会と連携を取り、中長
期的な視点に立って、被災地の医療が復旧するまで息の長い支
援を続けていく。総額で５億６４００万円を超える支援金が寄せら
れた。被災地の医療提供体制を１日でも早く復興できるよう
に、役立てていく。

●組織率「５１．２５％」、２０年ぶりに上昇
　現在、会費減免の対象となる医学部卒後５年目までの若手医
師を中心に、入会促進を行っている。その結果、昨年１２月１日
時点で、日医の会員数は１７万５９３３人となり、前年比で２１７２人増
の成果を上げた。会員数が１年間で２０００人以上の増加となるの
は、２００１年度以来、２２年ぶりのことだ。３月１９日に公表された
「医師・歯科医師・薬剤師統計」の結果を踏まえると、日医の組
織率は５１．２５％となり、２０年ぶりに、わずかではあるが上昇に転
じた。各地域医師会の協力に改めて深く感謝申し上げる。会費
減免期間中に入会いただいた先生方には、会費減免期間終了後
も医師会員として定着していただくことが重要だ。そのため、
日医、都道府県医、郡市区等医師会が一体・一丸となって、好
事例などを共有しながら、医師会員であることが実感できるよ
うな取り組みを積極的に進めていきたいと考えているので、よ
り一層のお力添えをお願いしたい。３月１５日には医師国家試験
で９５４７人の合格者が発表された。４月から新たに医師として就
業される方々に、医師会へ入会いただくことは極めて大切だ。
都道府県医の役員の先生方はこの機を逃さず、入会に向けて尽
力いただくよう重ねてお願い申し上げる。組織強化の取り組み
で最も大切なことは、会員数のみを重要視するのではなく、医
師会活動の意義や重要性を再確認し、医師会の存在意義に対す
る理解を改めて深めると同時に、それを広く周知することだ。
医師会活動の理念を共有する中で、各医師会、各会員の有機的
連携に基づく発信力や実現力を高め、医療を取り巻く難局を乗
り越えていくための力を一段と強固にしていくことが重要だ。
新会員情報管理システムについては、今年の夏ごろに一部の医
師会への先行導入を予定している。来年３月末までには、全医
師会への導入と移行完了を目指している。

●働き方改革、浮上してくる課題に対応
　日医は、厚生労働省から指定を受けている医療機関勤務環境
評価センターで４８４件の評価受審申し込みを受け付けるなど、
医療機関、勤務医を支援し、４月からの改革を無事に迎えられ
るよう尽力してきた。予定通り、４月１日から新制度の施行を
迎えられるようになったのは、日医の取り組みに意義があった
からだと考えている。これまでも地域医療に影響が出ないよ
う、しっかりと制度設計に取り組んできたが、今後も地域への
影響を十分に注視しながら、しっかりと取り組んでいく。大学
病院や病院団体などの医療関係者と共に、新制度施行後の状況
を把握・検証すると同時に、浮かび上がってくるであろう課題
への対応に取り組んでいく。

●診療報酬改定、地域での理解求める活動が力に
　診療報酬改定は結果として、本体改定率がプラス０．８８％と
なった。こうした結果を得られたのは、財務省の厳しい主張に
対し、中医協でしっかりと反論し、論破できたことに加え、都
道府県医・郡市区等医が医政の重要性を踏まえて、医療が置か
れている厳しい現状や、医療施策へのさらなる理解を求める活
動を広くしていただいたことが大きな力になった。物価・賃金
の動向を踏まえれば、決して十分に満足できるものとは言えな
い部分もあるが、多くの皆さまのご支援・ご協力に改めて感謝
申し上げる。今後も医療費の財源については、税金による公
助、保険料による共助、患者の自己負担による自助、これら３
つのバランスを取ることが大切だ。その際、自助ばかり増やす
ことは、あってはならない。一方で、足元に迫る物価高騰への
対応など、６月ごろに閣議決定が見込まれる「骨太の方針」な
どに向けて、診療報酬のみならず、補助金や税制措置など、あ
らゆる選択肢を含めて対応いただくよう、政府に強く働きかけ
ていく。� メディファックス４月１日
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～ 医業承継検討してみませんか？ ～
　神奈川県医師会では、後継者で悩んでいる先生、開業を
ご検討されている先生方をサポートするため、相談を受け
付けております。

【お問い合わせ】
公益社団法人 神奈川県医師会
担　当：病院診療所支援課 
電　話：０４５-２４１-７０００
ＦＡＸ：０４５-２４１-１４６４
メール：sien@kanagawa.med.or.jp
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　　診療所の外来見直し、�
�「趣旨・内容を踏まえて対応を」
� −厚労相−

　武見敬三厚生労働相は27日の衆院厚生労働委員会で、2024年
度診療報酬改定による診療所の外来診療の見直しについて、
「改定内容を丁寧に周知させていただく。診療所では、改定の
趣旨・内容を踏まえて対応していただきたい」と述べた。吉田
統彦氏（立憲）への答弁。武見厚労相は見直しについて、「生活
習慣病を中心とした管理料などの効率化・適正化を行う一方
で、賃上げなどの観点から初・再診料の引き上げも行った」と
した。医療DXを評価する項目の新設や、地域包括診療加算の
引き上げにも触れ、活用を促した。賃上げに向けて、本体改定
率を0.88％増としたことも説明。「しっかりと上手に各医療機
関で活用していただいて、賃上げの財源をぜひつくっていただ
きたい」と期待を示した。
●診療所の減収を懸念　立憲・吉田氏　
　改定により、脂質異常症、高血圧、糖尿病の３疾病は、特定
疾患療養管理料から外し、新たな生活習慣病管理料で対応する
形になる。生活習慣病管理料は、療養計画書の作成などが要件
だ。吉田氏は、現場の声を踏まえ、「手間が増える一方で、かな
りの減収は避けられないと危惧されている。診療所経営にも深
刻な影響が出かねないと聞いている」と話した。特定疾患処方
管理加算1の廃止や、処方箋料の引き下げなどにも言及。「3疾
病以外の特定疾患の患者についても、マイナスとなることが避
けられない」とし、「月間数百万円の減収になるのではないか、
というところもある」とした。内科医を中心に減収が見込ま
れ、賃上げもままならない状況になりかねないと懸念を示し
た。� メディファックス３月２８日

　　世界平均寿命１．６歳短く
� －新型コロナ流行２年間－

　新型コロナウイルスが世界的に流行した２０２０～２１年の２年間
で、世界中の人々の平均寿命が１．６歳短くなったとの推計結果
を、国際研究チームが２１日までに英医学誌「ランセット」に発
表した。過去約７０年間は世界的に長くなる傾向だったが、流行
により８４％の国と地域で短くなった。チームの研究者は「新型
コロナの流行は、世界中の大人に対し、紛争や自然災害など過
去半世紀に起こったどの出来事よりも甚大な影響を与えた」と
コメントしている。米ワシントン大の研究所を中心とした国際
的な共同研究「世界の疾病負荷研究」の一環。２０４の国と地域の

人口動態統計や国勢調査など、２万種類を超えるデータを使
い、新型コロナによる死亡率や平均寿命の変化を計算した。そ
の結果、２１年の世界全体の平均寿命は７１．７歳で、１９年と比べて
１．６歳短くなっていた。米国は７７．１歳で２歳短くなり、ペルー
は７１．６歳で６．６歳短縮。日本は８５．２歳で０．２歳長くなり、台湾や
ニュージーランドなども長くなったが、長くなるペースは鈍化
した。２０～２１年の全死者数は約１億３０００万人で、うち約１６００万
人は新型コロナが要因だったと推計された。世界全体の１５歳以
上の死亡率は増加した。新型コロナによって増えたとみられる
「超過死亡率」は、サハラ砂漠以南のアフリカや中南米、中東な
どで高かった。日本や台湾、モンゴルなどは比較的低かった。
５歳未満の子どもの死亡率は、従来と同様に下がり続けてお
り、新型コロナの影響はほとんど見られなかった。【共同】
� メディファックス３月２５日

　　新生児聴覚検査、９５．２％が受検
� －２２年度、こども家庭庁－

　こども家庭庁は２２日、２０２２年度の新生児聴覚検査の実施状況
を発表した。受検者数を集計している１７１８市区町村の出生児の
うち、受検者数の割合は９５．２％だった。２１年度に比べて１．０ポ
イント上昇した。新生児聴覚検査には、おおむね生後３日以内
に実施する初回検査と、初回検査で要再検査となった子どもを
対象におおむね生後１週間以内に実施する確認検査がある。初
回検査を受けられなかった理由を把握している市区町村の割合
は６７．９％（１１８３市区町村）。最も当てはまる理由としては、「保
護者が必要性を感じず、同意しなかった」が２６．６％、「子どもが
聴覚検査の機器がない医療機関で生まれた、もしくは自宅分娩
だった」が１３．９％だった。検査で把握した要支援児への療育
が、遅滞なく実施されるよう、指導援助している市区町村の割
合は８７．９％だった。初回検査または確認検査で、公費負担して
いる市区町村の割合は８０．０％（１３９２市区町村）で、２１年度に比
べて６．９ポイント上昇した。初回検査は１３９１市区町村、確認検
査は５９７市区町村が公費を出していた。いずれの検査も公費負
担を実施していない市区町村のうち、１８９市区町村は２３年度か
ら実施予定と回答した。７５市区町村は検討中、８５市区町村は未
定とした。� メディファックス３月２５日

　　医療ケア指針４割超未策定
� −23年、文科省の教委調査−

　たんの吸引などの日常的な「医療的ケア」が必要な児童生徒
が管内の学校に在籍している644教育委員会のうち、約45％に
当たる295教委が2023年４月時点で、医療的ケアに関するガイ
ドラインを策定していないことが26日、文部科学省の調査で分
かった。学校に在籍する医療的ケア児は増加しており、文科省
は「教員や看護職員の役割分担を示し、受け入れ体制を整備す
ることが必要」として、各教委にガイドライン策定を促してい
る。【共同】� メディファックス３月２８日
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